







































































































































もに，来日中の FOA（Foreign Operations Administration，米国対外活動庁）調
査団長クラレンス・マイヤー (Clarence E. Meyer) に打診した。以後，世銀
借款の概要







































































































































































































































査団に提出した（愛知用水公団編 [1968a] p. 205）。






















































１４２） “Staff Loan Committee Meeting on Japan,” from A.M.Kamarck to A.S.G.Hoar,
March 29, 1954 [WBGA 1857455].
１４３） “Notes of a Working Party meeting held at 4:30p.m. on Friday, June 4, 1954”
[WBGA 1857455].
１４４） “Minutes of the Meeting with the Japanese Government Representatives,” June




































全局，オランダ国際技術援助事務所に支援を求めた (“Agricultural Mission to



























１５２） “Memo for File,” Chakravati, August 16, 1954 [WBGA 1857455].






































三九郎＝引用者）が強く支持している」と述べた (“Japan – Meeting with
Japanese officers held at 10:30a.m. on Friday, June 18, 1954,” June 21, 1954
[WBGA 1857455])。
１５９） “Letter from Dorr to de Vries,” August 24, 1954 [WBGA 1857473].









































(“Staff Loan Committee, Memerandum from Department of Operations, Asia-
Middle East, Japan – Report of Agricultural Mission 1954,” SLC, December 22,
表７ 農地事業外資導入資金計画
（単位：１００万円）















































































































































１６４） “Report of Agricultural Mission – Present Position and Prospects of Agriculture
in Japan,” January 3, 1955,「世界銀行農業調査団の報告書について」昭和３０
年１月１８日 農林省［外交史料館 E’4.1.0.2-1-3］。「農業調査団報告書」の
















１６５） “Submission of Report of Agricultural Mission to Japan,” Annex to SLC/O/735,

























小計 ５２０ ６３ １７．５
追加機械開墾 １４０ １１ ３．０



















































































































１７０） 川口融 [1980] pp. 45-46.
１７１）１９５０年代日本の余剰農産物受入に関する研究としては，赤根谷達雄 [1993]，
柴田茂紀 [1999]，[2001]，水本忠武 [2001] がある。






























































































































































































































































































































































































合計 ４８，０００ ３３，１００ １４，９００ ２１，４００ ２１，４００ ―
［出所］『農林省年報』昭和２９年度版，p. 72，澄田智・鈴木秀雄『財政投融資』財務出版，























































































































































使 途 第１次協定 第２次協定





























































































































































































２２８） 地元の運動は，高崎哲郎 [2010] に詳述されている。
２２９） 森滝健一郎 [1963] pp. 24-25.
２３０） 愛知用水期成同盟会「愛知用水の趣旨と理想」昭和２４年１２月（愛知用水公
団 [1968b] pp. 3-19）。
２３１） たとえば，吉田恒昭 [2010]。




















ィック・コンサルタンツ（Pacific Consultants Inc., 本社シカゴ，社長エリック
・フロアー (Erik Floor)，以下 PCI と略す）と契約を結んだ２３７）。
世銀農業調査団の調査 世銀経済調査団は，１９５２年１１月６日，はじめて
２３３） 愛知用水公団編 [1968a] p. 143. この事実は，今のところ，世銀側の史料か
らは確認できていない。
２３４） 愛知用水公団編 [1968a] pp. 204-205。清野保（前農地局建設部長）「公団創
設までの経緯」畑地かんがい研究会編 [1961] p. 34.
２３５）『日本経済新聞』１９５２年４月１１日。
２３６）「外資関係資料 木曽川水系愛知用水事業」昭和２７年１０月１日 農林省農
地局，“General Plan of Aichi Irrigation Project (submitted to World Bank
Mission)”, Agricultural Land Bureau, Ministry of Agriculture & Forestry, De-
cember 26, 1952［旧大蔵省史料 Z528-3-75］。



























２３８） 高崎哲郎 [2010] は，１９５２年１０～１２月の世銀経済調査団と５３年１１～１２月





















































円であった（愛知用水公団編 [1968a] p. 200）。





する感情的反発から，反対論が強まったようである（清野保 [1982] p. 66）。
２４２） 清野は，ワシントンでの協議に先立って，３月にシカゴにおいて PCI の
ジルー (Carl H. Giroux) と討議し，二子持ロックフィルダム案で妥結する道
を探っている（愛知用水公団編 [1968a] pp. 226-229）。また，世銀の内部メ
モも，「清野氏自身は牧尾橋ロックフィルダムが技術的に可能であることを
認めている」と記している (“Japan: Meeting with Japanese Officers on Agri-
cultural Projects,” N. Chakravarti, May 3, 1955 [WBGA 1857473])。




















保「公団創立までの経緯」畑地かんがい研究会編 [1961] p. 34）．
２４４）「世銀農業借款の受入機構に関する件」井口大使発 岡崎外務大臣宛，昭和
２９年１１月２４日［外交史料館 E’4.1.0.2-1-3］。案の名称は，“Gist of Bill on





















































































を行った PCI の後身であるエリック・フロアー社（Erik Floor ＆ Associates





















省庁等と交渉するのが適切だと主張した（“Letter from K. Hamaguchi to
Russell Dorr,” January 6, 1956（愛知用水公団編 [1957] pp. 129-130））。
２６２） 愛知用水公団 [1968a] pp. 290-296. “Letter from R. Dorr to K.Hamaguchi,”
December 20, 1955（愛知用水公団編 [1957] pp. 169-173）．公団は，１９５５年
１０月９日，EFA に対して，「公団の一般的指示及び監督の下に」を「公団
の直接の統轄の下に」と改めるよう求め，EFA はそれを了承した (“Letter























to K. Hamaguchi,” November 17, 1955,（愛知用水公団編 [1957] p. 1, p. 59）。
２６３） “Letter from R. Dorr to K. Hamaguchi,” December 20, 1955, “Letter from R.
Dorr to K. Hamaguchi,” January 12, 1956（愛知用水公団編 [1957] pp. 170-
171, p. 175）”，January 10, 1956. “Meeting on Aichi and Mechanical Land
Reclamation Project,” D. W. Jeffries, January 13, 1956 [WBGA 1857718].
２６４） “Japan Mission Agricultural Project,” from Russel H. Dorr to J. R. Rucinski,










































































計 ３０，９５７ ３２，７６２ ３６，０２７ ４５，２８５ ４５，４９１























２７０） 愛知用水公団編 [1968a] pp. 306-307。
２７１） “Minutes of a Working Party on Aichi Project – March 7, 1957,” Raymond J.
Goodman, March 8, 1957 [WBGA 1857719].
２７２） “Letter from K. Hamaguchi to Russell Dorr,” January 6, 1956（愛知用水公団
編 [1959] p. 203）．
２７３） “Letter from C. E. Meyer to Russell Dorr,” November 15, 1956 [WBGA
1857718].
２７４） “Letter from Russell Dorr to C. E. Meyer,” December 3, 1956 [WBGA
1857718].
２７５） “Summary of Aichi Project – Japan,” L. W. Kephart and J. Connors,” March
30, 1956 [WBGA 1857718].
成城・経済研究 第２１５号 （２０１７年１月）
― ―５０













































２７８） “Japan – Aichi Project – September 28 Meeting with the Kodan,” September
28, 1956 [WBGA 1857718]. ３２１億円は公団法成立時の日本側の費用見積額。
世銀借款３６億円（１，０００万ドル）および政府補助金１１７億１，８００万円がカ
バーするのは費用の４７．７％であり，残りは余剰農産物資金，財政投融資資
金によって賄われなければならないことになる (“Government Guarantee for
Acquisition of Necessary Yen Funds,” The Aichi Irrigation Public Corporation，
〔September, 1956〕[WBGA 1857718])。
２７９） “Japan – Aichi Irrigation Project Financing Plan,” R. H. Dorr, November 9,
1956 [WBGA 1857718].
２８０）「政府と国際復興開発銀行との保証契約」１９５７年８月９日，第２．０２項（愛
知用水公団編 [1968b] p. 336）。保証契約には具体的数値は記されていない
が，建設期間中８６億円，建設終了後２年間に５１億５，０００万円の計１３７億
５，０００万円の財政補助金を支出することが，公団を通じて世銀側に示された
(“Re. Aichi Irrigation Project. Our letters, March 27th, April 4th,” May 15,
1957 [WBGA 1857719])。
２８１） “Aichi Project One Stage Nearer Realization – Staff Loan Committee Meeting,























２８２） “S. L. C. Item – Proposed $10 million Loan for Aichi Water Project,” April 26,
1957 [WBGA 1857719].
２８３） 愛知用水公団編 [1960] pp. 1-3。
２８４） “Loan Negotiations for Aichi Irrigation Project (First Meeting),” July 12, 1957
（愛知用水公団編 [1960] pp. 2-3）。
２８５） “Loan Negotiations for Aichi Irrigation Project (Third Meeting),” July 16, 1957
（愛知用水公団編 [1960] p. 14）。
２８６） “Loan Negotiations for Aichi Irrigation Project (Fifth Meeting),” July 17, 1957
（愛知用水公団編 [1960] pp. 33-34），“Loan Negotiations for Aichi Irrigation















めた（加藤武夫 [1971] p. 199）。
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小 計 ３０，０３０ ３０，８００ ３９，６６４
事務費 ２，０９８ ２，３００ ２，５３５
合 計 ３２，１２８ ３３，１００ ４２，１９９


























２９１） 愛知用水公団編 [1968a] p. 600.
２９２）１９６１年４月現在，リブナー (Harry R. Libner) 所長以下１１名が駐在した。な
お，EFA 社長エリック・フロアーは１９５９年に死去し，社長はジャック・シ
ュニッツ (Jack L. Schnitz) に代った（愛知用水公団編 [1968a] p. 485, p. 489）。



















２９４） 農林水産省農林水産技術会議事務局編 [1998] p. 174（中島賢二郎執筆）。
２９５） 愛知用水公団編 [1968a] p. 487.
２９６） 世銀が技術コンサルタントとして EFA を選んだという誤解が日本国内で流
布して困惑していると，ドールはルシンスキー宛書簡で漏らした (“Japan-
Agricultural Project,” from Russel H. Dorr to J. R. Rucinski, March 8, 1956
[WBGA 1857718])。すでに述べたように，PCI およびその後身の EFA が技
術コンサルタントに選ばれたのは，陸軍省・SCAP との関係であり，世銀の
斡旋によるものではなかった。
２９７） 名古屋に駐在する EFA の職員が日本側の信頼を得られないという問題が発
生した (“Preliminary Report On End Use Mission to Japan,” P. A. Reid,
September 4, 1957, “Eric (sic) Floor Associations with Aichi Corporation –
Loan 173-JA,” Jack Connors, October 11, 1957 [WBGA 1857720])。
２９８）「座談会「愛知用水を語る」（抜粋）」『農業土木学会誌』第７３巻第２号にお
ける，岡部三郎（当時，愛知用水公団工務部）の発言 (p. 108)。EFA のジル
ー (Giroux) は，世銀のピカリに，「愛知用水公団の少なからぬ人々，とりわ
け下級管理職レベルの人々が，業務の執行や契約者への対応などについて，
EFA の管理から自由になりたいと思っている」と報告している (“Japan –
Aichi Irrigation Project,” January 22, 1960 [WBGA 1867751])。
























３０１） “Japan – Aichi Irrigation Project,” Mario Piccagli, January 22, 1960 [WBGA
1857721]. 実際には，契約は１９６１年１２月末まで延長された（愛知用水公団
編 [1968a] pp. 484-486）。





かんがい研究会編 [1961] pp. 77-84. 愛知用水公団編 [1968a] pp. 286-290.






















用水公団編 [1968b] pp. 362-363）。なお，愛知用水事業の電力事業に積極的
であったのは，電力会社ではなく，電力不足に悩む名古屋経済界であった




















































合計 ３０，０３０ ３２，９１４ ３３，１００ ３４，０３７ ４１，２０９ ４３，４４３






























照（酒井正三郎 [1967] pp. 202-219）。












当 初 計 画 第１次 変 更 第２次 変 更 第３次 変 更
１９５７年１０月 １９６１年１０月 １９６４年９月 １９６８年３月
受益面積（ha） ３３，０７１．０ ３０，６７４．９ ２３，５１０．９ １４，９９６．９
かんがい期間・水田
〃 ・畑






























発 生 電 力（kWh）
新 設 発 電 所
最大使用水量（m3/s）
有 効 落 差（m）













都 市 用 水（m3）
上 水 道
































































































の移行が進んだ（愛知県開拓史研究会編 [1980] p. 580）。
３１５） 酒井正三郎編 [1967] pp. 178-179.



























































年に打ち切られた（芳賀信一 [2010] p. 98）。
３２１） 公団輸入牛の導入先は，北海道，青森県のほか，熊本県，岩手県，岡山県，
佐賀県などである（農地開発機械公団編 [1966] p. 176）。
３２２） この時の視察予定には農業関係は含まれていなかったが，北海道農業開発に
関する討議は予定されていた (“Letter from Dorr to Rucinski,” November 25,
1953 [WBGA 1857455])。農地開発機械公団編 [1966] p. 159は，北海道根釧
原野を視察したと記しているが，他の史料によって確認できていない。

























３２４） “Letter from de Vries to Thormod V. Andersen,” May 4, 1954 [WBGA
1857416].
３２５） “Terms of Reference – Mission to Japan,” from de Vreis to J. Hancock, July
13, 1954 [WBGA 1857416].
３２６）「世銀農業調査団の調査結果に関する件」岡崎外務大臣発 井口在米大使宛，
昭和２９年９月３０日［外交史料館 E4.1.0.2-1-1第２巻］。























測もあるが（北海道農地開発協会 [1961] pp. 41-42），それを裏付ける史料は
存在しない。両者の関係について，具体的事実を挙げて推測しているのは和
田栄太郎（１９５５～６１年，農地開発機械公団理事）である（農地開発機械公
団編 [1976] p. 57）。ちなみに同社は，機械公団の第１回入札（１９５６年３月）































































海道農地開発協会 [1961] p. 38）。世銀が「農業調査団報告書」をまとめる
際に，アダムは調査団のラミア（FAO 所属）に資料を提供した (“Letter from
K. Ramiah to De Fries,” October 28, 1954 [WBGA 1857473])。
























































３４２） “Submission of Report of Agricultural Mission to Japan,”〔December 22, 1954〕
[WBGA 1857473].
３４３） 平工剛郎 [2011] pp. 144-146.
３４４） 山崎幹根 [2006] 参照。
３４５） 世銀調査団が根釧開墾を提案したために，北海道開発庁は石狩水域開発公社
を，根釧原野も含む機関に拡大した（北海道開発庁編 [1971] pp. 34-36，『読
売新聞』１９５４年１０月１４日）。


























３４７） “Memorandum Concerning Possible Set Up of Agricultural Development Loans
to Japan,” R. H. Dorr, October 12, 1954 [WBGA 1857473].
３４８） 愛知用水公団と同様，無資本。１９６２年の法改正で政府出資法人になった。


















３５０） 農地開発機械公団編 [1976] pp. 34-35.
３５１） 篠津泥炭地開発は，農地開発機械公団が世銀から融資を受けて購入した機械
を，北海道開発庁に貸し付ける形を取った。なお，農地開発機械公団借款を
世銀は Japan Agricultural Projects と名付けている。
３５２） 農地開発機械公団編 [1966] p. 163.
３５３）「世銀農業借款に関する件」井口大使発 重光大臣宛，昭和３０年１０月１３日
［外交史料館 E’4.1.0.2-1-3-1第１巻］。
３５４） “Minutes of Staff Loan Committee Meeting held Friday, December 23, 1955
(SLC /M/609-B).” [WBGA 1857674]. 財政資金の保証は，すでにアジア・中
東部のメモランダムでも触れられており，SLC の決定はそれをオーソライ
ズしたものと見られる (“Japan – Mechanical Land Reclamation Project –
Memorandum from Department of Operations Asia-Middle East (SLC/O/816),”


























３５７） “Memorandum of Discussions of Proposed Loan to Agricultural Land Mecha-
nized Development Public Corporation,” March 22, 1956 [WBGA 1857674].
手書きで，ドールの署名と，“Submitted to Japanese” の書き込みがある。
３５８） 農地開発機械公団編 [1966] pp. 164-165.
３５９） 減額の理由は，海上輸送費を借款に含めなかったこと，篠津事業に必要な機
械の一部を日本国内からの調達に変更したことによる (“Japan – Proposed
Loan to the Agricultural Land Development Machinery Public Corporation for
Three Land Reclamation Projects and the Importation of Cattle, Memorandum
from Department of Operations, Asia and Middle East (SLC/O/876),” Novem-
ber 21, 1956 [WBGA 1857675])。世銀理事会は，１２月１４日に４．７５％から
５．７５％への金利引き上げを決定していたが，農地開発機械公団借款には経
過措置として５％の金利を適用した（農地開発機械公団編 [1966] p. 166）。




























釧パイロットファーム開拓農業組合編 [1975] p. 73）。
３６２） 芳賀信一 [2010] pp. 37-43.
３６３） 以下，断らない限り，北倉公彦 [2001] に依る。




























３６５） 桜井豊 [1971] p. 64.

























３６７） 農地開発機械公団編 [1976] p. 57.
３６８） 農地開発機械公団編 [1976] pp. 158-159.
３６９） ドールは，「世銀の新しい方針」と述べている (“Feb. 29th p.m., Mechanical
Land Reclamation Meeting on Adequacy of Yen Fund,” February 29, 1956
[WBGA 1857674])。


























３７１） “Australian 18% - Japan’s Purchase,” V. Umbricht, August 2, 1956 [WBGA
1857675].
３７２） Mason and Asher [1973] pp. 108-114. 石坂綾子 [2012] pp. 22-24も参照。
３７３） 松井芳明ほか「北海道篠津泥炭地開発」農業土木学会編 [1979] p. 1230.



























３７５） 農業土木学会編 [1979] p. 1243.
３７６） 新篠津村史編纂委員会 [1996] pp. 132-133.
３７７） 松井芳明ほか「北海道篠津泥炭地開発」農業土木学会編 [1979] p. 1245.






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































関する永江雅和 [2016] である。平工剛郎 [2011] は，泥炭地開発をめぐ
る世銀，農林省，北海道開発庁三者の関係を，戦後北海道開発体制の成立
３７９） 農地開発機械公団編 [1976] p. 25.
























































































３８１） 今村奈良臣他 [1967] p. 270.
３８２） 世銀借款，余剰農産物見返資金の「呼び水効果」は，つとに滝川勉 [1959]























［出所］ 農業土木学会編『農業土木史』１９７９年，pp. 1701-1702, pp. 1706-1707より作成。
世界銀行の対日政策の形成―１９５１～５６年（中）
― ―８３
